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●発生日時 ： 平成28年4月14日（木）21時26分

●震　　  源 ： 熊本県熊本地方（北緯32度44.5分、東経130度48.5分）、深さ 約11km

●地震規模 ： マグニチュード6.5（暫定値）

●各地の震度 （震度４以下は省略）

1-2
●発生日時 ： 平成28年4月16日（土）01時25分

●震　　  源 ： 熊本県熊本地方（北緯32度45.2分、東経130度45.7分）、深さ 12km

●地震規模 ： マグニチュード7.3（暫定値）

●各地の震度 （震度４以下は省略）
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１．地震情報 （気象庁情報）

2県

公立学校施設（人） 私立学校施設（人）
社会教育・体育、
文化施設等（人）

都道府県名

計

熊本東区佐土原、熊本西区春日、熊本南区城南町、熊本南区富合町、玉名市天水町、宇城市松橋町、宇城
市不知火町、宇城市小川町、宇城市豊野町、西原村小森

国立学校施設（人）

大 分 県

熊 本 県

計文化財等（人） 独立行政法人等（人）

平 成 28 年 4 月 21 日 17:00平 成 28 年 4 月 21 日 17:00

文 部 科 学 省

  ※これは速報値であり、数値等は今後も変わることがある。
※下線部は、前回からの変更箇所。

２．文部科学省関係の被害情報（4月21日9時00分時点）
　（１）人的被害（児童生徒等）

※左記の他、東海
大学学生36名が負
傷。けがの程度は大
学において確認中。

熊本県熊本地方を震源とする地震による被害情報（第8報）
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（２）人的被害（教職員等）
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・主な被害状況：天井・ガラス・配管等の破損、外壁等のひび割れ、熊本城における石垣崩落　等
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３．文部科学省等の対応

　・引き続き、被害情報の把握に努めるとともに、教育委員会、大学等との連絡を密にし、明らかとなった諸課題に対し
ては、支援要請等を待つことなく、迅速かつ的確に対応。

・公立学校共済組合において、同組合の九州地区宿泊施設について、被災者の宿泊料を無料で受け入れることを決定(4月16
日)。また、更なる被災者への支援を徹底するため、同組合に初等中等教育局財務課長通知を発出(4月18日)。なお、熊本宿泊
所(70名)、その他3施設において被災者を受入れ済み(4月18日)。さらに、避難地域の広域化を勘案し、関西・四国・中国地方ま
で受入宿泊施設を拡大（4月20日）。
・①被災した児童生徒等の学校への受入れ、②被災した児童生徒等への教科書の無償給与、③児童生徒の入学料等や就学援
助、就学支援金、奨学金等の弾力的な取扱・措置、④修了認定や補充のための授業等への配慮、⑤心のケアの実施、等につ
いて取組を促す通知を、関係教育委員会及び都道府県知事宛てに発出(4月18日)
・被災地域の児童生徒等の就学機会の確保等（①義務教育段階における教科書の取扱い、②幼稚園、高等学校及び特別支援
学校等における入学料等の取扱い、③就学援助等について、④高校生等への修学支援、⑤課程の修了の認定等について、⑥
補充のための授業等について、⑦心のケアを含む健康相談等の充実）について取組を促す通知を、附属学校を置く各国立大学
長宛てに発出（4月19日）
・熊本地震により被災した生徒等に関する高等学校等就学支援金の具体的な取扱いに係る事務連絡を都道府県・各国立大学
法人等高等学校等就学支援金担当宛に発出（4月19日）
・被災した学生への配慮等（①修学困難な学生に対する経済的支援、②外国人留学生に対する配慮、③学生に対する単位の
認定、就職活動等への配慮）について取組を促す通知を、各国公私立大学長、各国公私立短期大学長、各国公私立高等専門
学校長、並びに、各都道府県知事、各都道府県教育委員会教育長、専修学校を置く国立大学長、厚生労働省医政局長及び厚
生労働省社会・援護局長を経由して各専修学校及び各種学校宛てに発出（4月20日）
・文化財の被害情報を収集するため、文化庁文化財調査官等5名を派遣（4月22日、23日）

＜文部科学省＞
・文部科学省災害情報連絡室（室長：施設企画課長）を設置（4月14日21時45分）
・熊本県、大分県及び宮崎県教育委員会に対し、児童生徒等の安全確保と文教施設の被害状況の把握、二次災害防止を要請
（4月14日21時51分）
・文部科学省非常災害対策本部（本部長：事務次官）を設置（4月14日21時53分）
・文部科学省非常災害対策本部を開催（4月14日,15日,16日）
・文教施設の被害情報を収集するため、東京大学生産技術研究所の中埜良昭（なかの よしあき）教授及び文部科学省職員1名
を派遣（4月15日）
・九州7県の各教育委員会等に対して、今般の地震における文教施設の安全性確保を要請（4月15日）
・地震調査研究推進本部地震調査委員会を開催し、平成28年（2016年）熊本地震の評価を実施・公表（4月15日）
・公立学校共済組合に対し、組合員証を紛失した場合でも速やかに再発行を行うことや、組合員証がなくても保険医療機関等に
おいて受診できること等を連絡(4月15日)
・学校設置者に対して、所管の学校等において、地域住民の避難場所としての提供について最大限配慮するよう要請（4月16
日）
・地震調査研究推進本部地震調査委員会臨時会を開催し、平成28年4月16日熊本県熊本地方の地震の評価を実施・公表（4月
17日）
・熊本県教育長より文教施設応急危険度判定士の派遣要請があり（4月17日）、文部科学省職員3名を派遣（4月19日）
・平成28年度全国学力・学習状況調査については、地震の被害状況を踏まえ、熊本県全域及び宮崎県の一部の市町村教育委
員会において、調査の実施を見送り

<国立研究開発法人　宇宙航空研究開発機構>
・陸域観測技術衛星2号「だいち2号」(ALOS-2)による取得画像を、要請に基づき以下の関連機関に対して提供(4月15日)　(内閣
府防災/国土交通省砂防計画課、九州整備局/国土地理院/九州大学/日本医師会)

＜独立行政法人 日本学生支援機構＞
・被災学生に対する奨学金緊急採用、JASSO支援金等の申請受付を開始（4月15日）
・災害救助法適用地域の世帯の学生に対する奨学金の緊急・応急採用の相談窓口を設置（4月20日）

＜国立大学法人等＞
・被災者を受け入れている熊本大学に対し、九州大学、長崎大学等から水、毛布、食料等の物資を支援。また、厚生労働省の要
請を受け、大学附属病院より、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を派遣（4月16日～）

＜国立研究開発法人 防災科学技術研究所＞
・ウェブサイトにポータルサイト（クライシスレスポンスサイト）を開設（4月14日）
・リアルタイム地震被害推定システム（暫定版）により建物全壊棟数分布の推定を実施（4月15日、16日）
・地震調査研究推進本部地震調査委員会に強震観測網の解析結果等の資料提供(4月15日、17日)
・被災状況等を整理し、DMAT等に必要な情報提供を行う災害リスク情報利活用システム（eコミュニティ・プラットフォーム）を活用
した熊本県災害対策本部への業務支援（4月15日～）
・以下の調査等に職員を派遣
　－熊本県災害対策本部への業務支援及び情報収集(現在6名：4月15日～）
　－道路・家屋等の被害状況調査（熊本県内1名：4月16日～17日、大分県内3名：4月21日～（予定））
　－土砂災害の被害状況調査及び情報収集（1名：4月17日～19日）
　－火山監視体制強化のための機動的観測機器の設置等（現在2名：4月20日～）

４．今後の対応

＜担当＞ 文教施設企画部施設企画課防災推進室
室 長 深堀 直人 （内線2988）

専門官 梅崎 聖 (内線3674）
電話：（代表）03－5253－4111 （直通）03－6734－2290


